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１ はじめに
本研究は，生産関数を用いた規制の経済効果に関する分析である。生産関数を現実のデータを用
いて推定し，推定されたパラメータを使用して生産性をもとめている。そしてその生産性に対して
規制がどのように貢献しているか回帰分析によりテストしている。
生産関数は企業行動における重要な行動方程式である。生産関数の推定は，以前からおこなわれ
＜要約＞
政府による規制の緩和が，生産性の上昇をもたらすかどうかは，各国の市場において重
要なテーマであり，定量的にテストされることが必要とされている。特に生産性の上昇を
計測することが，まず重要である。この論文では生産関数を推定して，そこから生産性の
上昇率をもとめている。その際に近年重要になっている内生性の取り扱いに，十分な配慮
をして，最新の方法を含んだいくつかの手法で計算している。そして，規制の緩和が生産
性の上昇にどれだけ貢献しているかを，パネルデータをつかって推定することによりもと
めている。内生性の排除について適切な方法で処理しており，より正確な方法であると考
えられる。
分析の結果は，生産関数は内生性を考慮した方法により，有意なパラメータの推定結果
を得た。したがって内生性の処理をされた生産関数の推定には成功している。規制緩和に
関しては，規制緩和が生産性の上昇に有意に貢献しているという結果を得ているが，その
際の規制緩和に関する推定方法については，まだ検討の余地が残されており，結論はつけ
られない。
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ており，そこから双対理論にもとづいた費用関数の推定に発展した。現在ではむしろ生産関数の分
析が多く，費用関数に関する分析は減少している。その理由の一つは，内生性の処理の問題が存在
するからだ。ここで問題とされる内生性は，企業には認知できるショックであるが，企業以外（分
析者）には認知できないショックであるとされているものである。企業には認知できるため，その
ショックと今期に意志決定する変数との間にはなんらかの相関が生じてしまう。したがって通常の
推定ではバイアスが生じてしまうため，適切ではないことからなんらかの処理が必要になる。
そうした問題に対して始めて解答を出したのが，Olley and Pakes（１９９６）であった。彼らの方法
は，投資と資本との関係をうまく使って，企業だけにしか認知できないショックを取り除くという
ものであり，コントロールアプローチといわれている。その後，Levinsohn and Petrin（２００３）に
よって，投資のデータとしての特性からコントロール変数として，むしろ投資でなく中間投入を使
うという展開があった。さらにコントロールアプローチは発展して，Ackerberg, Frazer and Caves
（２０１５），De Loecker and Warzynski（２０１２），Wooldridge（２００９）のような発展を迎えている。
この論文では，内生性の処理を数種類の方法で処理して，規制との関係を実証的に検証した。規
制の変数としては，JIPデータベースの規制ウェイトを使用した。このデータは各産業における規
制の強度をあらわしたデータであり，現状では規制のデータとしては他に存在していない。そこで
このデータを使って生産関数から得られた生産性との関係を回帰分析することによって実証的にテ
ストした。
規制と生産性に関する実証分析としては，Bourles，Cette，Lopez，Mairesse and Nicoletti（２０１３），
Yahmed and Dougherty（２０１３）がある。いずれも TFPをもとめて，規制の変数およびその他の変
数によってテストしているという分析である。日本については，中西，乾（２００８）でおこなわれて
いる。そこでは，TFP成長率と GDP成長率について，規制緩和がどのように影響しているかを分
析して，規制緩和が TFP成長率と GDP成長率に有意に貢献していることを述べている。したがっ
て規制緩和が生産性や経済成長に貢献していることを主張している。中村（２０１４）では，生産関数
の内生性を考慮した生産関数を使用して，実証分析をおこなっているが，規制に関しての有意性は
見いだせていない。
２ モデルの基本構造
２―１ Olley and Pakes（１９９６）
この論文では，生産関数を推定して，そこから得られた TFPと規制との関係を実証的に分析す
る。生産関数はコブ・ダクラス生産関数を用いる１）。推定方法は，いくつかの方法がとられる。
yit＝β０βl litβk kitβmmitωitεit （１）
ここで yitは i 企業の，t 期の産出量（以下も同様である），β０は，生産性のパラメータである，lit
は，労働投入，kitは，資本ストック，mitは，中間投入，ωitは，企業には観測できるが企業以外の
観測者には観測できないショック。εitは，企業にも企業以外の観測者にも観測されないショック
である，β０，βl，βk，βmは，生産要素それぞれのパラメータである。なおすべての変数は対数変換
１）ここで使用される生産関数の関数形はコブ・ダクラス型のみであるが，他の関数形でも適用は可能である。し
かしながら推定方法は限定される。
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されている。
資本ストックには投資との間に以下のような関係がある
kit＝iit１（１δ）kit１． （２）
ここで iitは企業の設備投資，δ は資本減耗率。
ωitは，このままでは，分析者には観測できないため，何らかの工夫が必要である。それには Olley
and Pakes（１９９６）によるいわゆるコントロールアプローチが有力である２）。ここではまず，Olley
and Pakes（１９９６）の方法のよる。企業による今期の投資は，今期の資本ストックだけでなく，今
期のショックの影響を受ける。したがって今期の投資と資本ストックと分析者には観測できない
ショックとの関係は以下のようになる。
iit＝ f（kit，ωit） （３）
よって以下のように書くことができる。
ωit＝h（kit，iit） （４）
したがって，生産関数は以下のように書ける。これで ωitをなくすことができた。
yit＝β０βl litβk kith（kit，iit）εit （５）
また，
yit＝β０βl litφitεit （６）
ここで，
φit＝βk kith（kit，Iit） （７）
しかしながらこのままでは，労働投入に関しては識別できるが，資本ストックについては識別で
きない。そこでまず，ωitについては以下の１階のマルコフ過程にもとづくとする。
ωit＝E（ωit|ωit１）ξit （８）
＝（ωit１）ξit （９）
よって，
ωit＝φitβk kit （１０）
すると以下のように書ける。
y＾it＝βk kit（ωit１）ξitεit （１１）
ここで＾ yitは以下のように定義されている。
２）以下は，中村（２０１４），Ornaghi and Beveren（２０１１）による。
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y＾it＝yit＾βk lit （１２）
最終的に以下の推定式で，資本ストックに関しても識別できることになる。
y＾it＝βk kitγ（φ（kit１，iit１）βk kit１）εit （１３）
なお γ は，パラメータである。Olley and Pakes（１９９６）らの方法は，先駆的なものであり，内生
性の処理に関する分析の始まりとなっている。彼らの分析は投資と資本ストックの間の関係を用い
たものである。しかしながら投資はそのデータの特性上，正の値だけがデータとして存在している
わけではなく，負の値もしばしば存在している。正以外のデータの存在は，対数を使用している場
合には，使用できないため。データの利便性に欠けることになる。そこで Levinsohn and Petrin
（２００３）らは，投資をコントロール変数として使用するのではなく，中間投入を代わりに使用すべ
きとの考え方から，中間投入を投資の代わりにした分析をおこなっている。３）
２―２ Ackerberg，Frazer and Caves（２０１５）
Ackerberg, Frazer and Caves（２０１５）らの方法は，投資をコントロール変数にするときに，資本
ストックだけでなく労働投入にも依存すると考えた点である４）。これは資本ストックと労働投入の
間に関係があるため考えられることである。したがって，以下のように書ける。
iit＝ f（kit，lit，ωit） （１４）
そこで ωitは，以下のように表される。
ωit＝h（kit，iit，lit） （１５）
よって生産関数は，以下のように ωitをなくすことが可能になる。
yit＝Φ（kit，iit，lit）εit （１６）
ここで，
Φit＝β０βl litβk kith（kit，iit，lit） （１７）
しかしながら，この生産関数では，Olley and Pakes（１９９６），Levinsohn and Petrin（２００３）では，
労働投入は最初の段階から識別可能であったが，この方法では，労働投入も識別されないことにな
る。（８），（９）式を使うと以下のように推定できる。
yit＝Φ（kit，iit，lit）εit （１８）
そこでこの推定結果を使えば，Φの推定値＾Φがもとめられるため，最終的に資本ストックも，
労働投入も以下のように識別できることになる。
yit＝β０βk kitβl litγ（＾Φit１βk kit１βl lit１） （１９）
３）方法は Olley and Pakes（１９９６）とほぼ同様である。
４）以下は，酒井（２０１４），Ornaghi and Beveren（２０１１）による。
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この Ackerberg, Frazer and Caves（２０１５）の利点は，生産関数の関数形にこだわらない点である。
前述の Olley and Pakes（１９９６），Levinsohn and Petrin（２００３）では，生産関数が，線形であるコブ・
ダクラス型である必要があった。しかしながら Ackerberg, Frazer and Caves（２０１５）の方法では，
他の関数形も適用可能になる。そこで関数形をより一般的にしたのが，De Loecker and Warzynski
（２０１２）である５）。
２―３ Wooldridge（２００９）
前述の Olley and Pakes（１９９６），Levinsohn and Petrin（２００３），Ackerberg, Frazer and Caves
（２０１５），De Loecker and Warzynski（２０１２）のいずれも推定の際には，２段階で推定する必要があっ
た。Wooldrdige（２００９）のモデルは，そうした２段階の推定ではなく，１段階だけでも推定しよう
という方法である６）。Olley and Pakes（１９９６），Levinsohn and Petrin（２００３），Ackerberg, Frazer and
Caves（２０１５），De Loecker and Warzynski（２０１２）は，企業だけに認知されるショックを関数形が
特定化されない項で置き換えている。Wooldridegeでは，その項を直接推定することにより１度の
推定だけでパラメータを推定できるようにしている７）。したがって以下のように書ける。
yit＝β０βk kitβl lit





（γjii tj ki tj） （２０）
yit＝β０βk kitβl lit





（γjii tj ki tj） （２１）
上記の２式を連立して GMMで推定する推定方法と，２１式だけを GMMで推定する推定方法が
ある。
こうしたアプローチではなくさらに１階の要素需要関数を利用するという方法もある（Bond and
Soderbom : ２００５, Collard-Wexler and De Loecker : ２０１６））。その方法は，Wooldrideの方法と本質
的には同じである。２段階でも１段階でも推定は可能である。
３ 実証分析
前章のモデルにもとづいて，実際のデータを使用して実証分析をおこなう。使用したデータは企
業ごとの個票データである。使用した産業は航空，電力，ガス，鉄道，物流，海運，陸運の各産業８）
であり，企業数は２４３社である。データの期間は１９９１年から２００５年である。日本経済新聞社の NIKKEI
NEEDSのデータを使用している。それらのデータの基本性質が表１にある。規制に関しての変数
は，JIPデータベース（RIETI）から得ている。
労働投入以外は，本来は負の値になる可能性がある。実際本研究においてデータを作成した際に
負のデータまたはゼロデータも出現した。この論文のモデルはデータが基本的に対数変換されてい
る。したがってゼロ以下のデータは利用できなくなる。したがってここでは，正のデータのみを使
５）Ackerberg, Frazer and Caves（２０１５）の論文は，ワーキングペーパー版がかなり以前より閲覧されていた。
６）２段階でも推定は同様に可能である。ただし推定結果は同じにはならない。
７）Ornaghi and Beveren（２０１１）による。
８）日経の NIKKEI NEEDSの分類によっている。
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用している。そのためデータ数はかなり減少している。
表２は，Olley and Pakes（１９９６），Ackerberg, Frazer and Caves（２０１５），Wooldridge（２００９）の
１式と２式の推定の４種類の方法ごとの生産関数のパラメータの推定結果である。規制の変数への
回帰分析の推定の手順は，まず Olley and Pakes（１９９６），Ackerberg, Frazer and Caves（２０１５），
Wooldridge（２００９）の連立と単一の方法で生産関数のパラメータを推定する。次にその推定された
パラメータから TFPを計算する。したがってここで使用されているのはレベルの TFPである。こ
の計算された TFPに規制の変数を回帰させ，統計的なテストをおこなう９）。
Olley and Pakes，Ackerberg, Frazer and Caves（２０１５），Wooldridge（２００９）の連立と単一の推
定は，資本，労働のパラメータについて有意な推定結果であったが，Wooldridgeの単一の推定は，
推定結果がよくなかった。規制に関してはすべて有意な結果であった。
推定された労働投入のパラメータの値は，Wooldridgeの単一の推定以外は，０．２７から０．４６の間
表１ データの基本性質
変数 データ数 平均値 標準誤差 最小値 最大値
投資 ５８５ ４２９８１ ９８６６５ ６５ ６０１０２５
資本ストック ５８５ ３４４６１８ ７７８５９５ ４４６ ３４７１７８２
労働投入 ５８５ ７５９９ １０６１１ １８１ ５３６１８
生産額 ５８５ ３１７５３８ ５９６４３３ ５８３ ２７３７７９０
表２ 推定結果
OP Ackerberg Woold.1 Woold.2
βl ．２７８５７５２ ．４６０７７３ ３０４４１４３ １．６１３６９４
s.e. ．０２９１３６３ ．１５５６４０５ ．０３３５３８ ．８４０５１８９
t-value ９．５６ ２．９６ ９．０８ １．９２
βl ．１１７６８４ ．４９１５４１２ ．４９５６４０６ ．３４３３２０７
s.e. ．０６３２６４９ ．１００８０２６ ．０７９４３１９ ．７９９３７５２
t-value １．８６ ４．８８ ６．２４ ０．４３
regul. ．００００２４６ ．３５８７４６６ ．１６３１２２ ２．３９e１４
s.e. ２．３６e０６ ．０８３７６４７ ．０５５１３２ ２．３０e１３
t-value １０．４３ ４．２８ ２．９６ １０．４１
注：OPは，Olley and Pakes（１９９６）による推定
Ackerbergは，Ackerberg et. al（２０１５）による推定
Woold．１は，Wooldridge（２００９）による連立した推定
Woold．２は，Wooldridge（２００９）による単一の推定
９）この論文では生産関数を推定してレベルの TFPを求めて，それを規制の変数で回帰分析した単回帰のみおこなっ
ている。しかしながら，規制の変数を生産関数に陽表的に組み込んで推定することも可能である。また TFPと規
制の単回帰分析でなく，他のコントロール変数を使った重回帰分析も可能であろうし，レベルの TFPではなく，
TFP成長率を使うこともある。
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にあった。過去の研究例からもこの範囲付近の推定値が多い。資本の推定されたパラメータの値は，
同様に０．１から０．５までの値であった。過去の例からも０．１はかなり小さい値である。Ackerberg et al．
とWooldridgeの連立の推定は，投入要素のパラメータの合計値が，０．９５と０．８でありかなり近い
値になっている。そうした点からは Ackerberg et al. とWooldridgeの連立の推定はもっともらし
い結果である。
４ 結び
本論文では，生産関数をコントロールアプローチにより種々の方法で推定した。そこで得られた
パラメータの値から TFPをもとめ，その TFPと規制に関しての回帰分析をおこなってテストした。
推定した結果は問題がなく全ての推定式で規制は有意であった。したがってここでは，TFPと規
制の関係が実証的に確かめられた。
しかしながらいくつかの問題点も存在する。第一にここでおこなった以外のコントロールアプロ
ーチの方法が存在する。また新たな方法も考えられるためさらなる生産関数の推定がおこなえる可
能性がある。第二に，規制と TFPの推定は，単純な OLS推定でおこなわれている。多くの方法が
可能であるためさらなる拡張が必要とされる。
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